
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)

富山県 入善町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

28,103
71.29

11,627,471
11,132,668

358,206

人(H18.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.52]

類似団体内順位

[ 46/74 ]

全国市町村平均

0.52
富山県市町村平均

0.55

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.22

1.82

0.75

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.52

入善町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [83.0%]

類似団体内順位

[ 25/74 ]

全国市町村平均

90.2
富山県市町村平均

87.0

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

104.7

66.9

83.3 83.0

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [119,332円]

類似団体内順位

[ 47/74 ]

全国市町村平均

121,478
富山県市町村平均

127,533

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

257,275

74,448

111,008
119,332

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.4]

類似団体内順位

[ 45/74 ]

全国市平均

97.4
全国町村平均

93.5
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

101.8

86.7

94.8
95.4

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.25人]

類似団体内順位

[ 52/74 ]

全国市町村平均

8.00
富山県市町村平均

8.97

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

17.05

5.43

7.78

9.25

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.0%]

類似団体内順位

[ 34/74 ]

全国市町村平均

14.8
富山県市町村平均

14.1

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

28.8

4.2

12.7 13.0

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [415,824円]

類似団体内順位

[ 51/74 ]

全国市町村平均

462,447
富山県市町村平均

504,758

(円)

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,246,010

77,974

303,179
415,824

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
[財政力指数]
人口の減少、全国平均を上回る高齢化比率（17年25.8％）などに加え、景気低迷による減収などから0.52と類似団体平均を
下回っている。定員管理計画に伴う適正な定員管理による人員の削減（５年間で12.3％減）などの経常経費の圧縮や主要施
策へ財源の重点配分により、行政の効率的な運営に努めることで財政の健全化を図る。
[経常収支比率]
類似団体平均を若干下回っているが、今後も行財政改革大綱などに基づいた計画的な職員採用による人件費の抑制（５年
間で37人減）やすべての事務事業（全264事業549項目）の見直しにより経常経費の削減に努める。
[人口１人当たり人件費・物件費等決算額]
人口１人当たり決算額が類似団体平均を上回っているが、要因としては広域な町内をカバーする保育所数及びそれに伴う
保育職員等が他団体比較で多いことが考えられる。今後は行政サービスを低下させること無く保育施設の統廃合などを計
画的に行っていき、施設維持にかかる物件費及び人件費の抑制に努める。
[ラスパイレス指数]
国に準じた諸手当の見直しなどを行っているほか、17年度には退職一年前特別昇給の廃止などさらなる見直しを行った。今
後も継続した見直しを行い、現在、類似団体平均を若干上回っている数値の引き下げを図る。

[人口１人当たり地方債現在高]
地方債残高は前年比増となっており、同時に人口減により１人当たり地方債現在高は増となっている。平成18年度において
は、新規施設整備事業などにかかる発行債の増が見込まれるが、重点的な配分を行い、計画的な地方債発行により類似団体
平均の水準となるよう努める。
[実質公債費比率]
類似団体平均を若干上回っており、普通建設事業費に係る起債の償還等に伴う増要因はあるが、今後事務事業の見直しによ
る効率的事業選択及び他会計の健全運営に伴う基準内繰出金の徹底などによって、平成19年度をピークに減少に転ずるもの
と見込まれる。
[人口1,000人当たり職員数]
類似団体平均を上回っているが、平成16年から平成26年までに職員数61人減（△20.3％）を目標とする第三次入善町職員定
員管理計画に基づく職員の採用計画により、定員管理の適正度を類似団体平均水準にまでになるよう努める。


